
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円）

流　動　資　産 137,534 流　動　負　債　 685,430

24,907 49,388

95,301 351,504

3,633 155,914

6,737 40,728

3,459 682

5,192 10,797

1,484 39,384

△ 3,182 2,853

33,871

306

固　定　資　産 1,790,635 固　定　負　債 981,458

有形固定資産 1,700,608 　　 788,978

建 物 274,055 　　 59,180

構 築 物 20,829 11,000

車 両 ・ 運 搬 具 229,122 17,963

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 47,252 3,397

土 地 1,113,564 100,939

建 設 仮 勘 定 15,783

無形固定資産 2,766 1,666,889

ソ フ ト ウ ェ ア 839

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 1,927

株　主　資　本 256,772

投資その他の資産 87,260 資　　本　　金 50,000

投 資 有 価 証 券 71,566 利　益　剰　余　金 212,207

出 資 金 8,270 11,000

長 期 貸 付 金 1,397 201,207

差 入 保 証 金 4,887 別 途 積 立 金 130,000

そ の 他 の 投 資 等 3,139 繰 越 利 益 剰 余 金 71,207

貸 倒 引 当 金 △ 2,000

自　己　株　式 △ 5,435

評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,507

4,750

△ 242

261,280

1,928,169 1,928,169

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（ 純 資 産 の 部 ）

負 債 合 計

資 産 合 計

そ の 他 有価 証券 評価 差 額金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

預 り 金

前 受 金

短 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

貸　借　対　照　表

（平成21年3月31日 現在）

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

１ 年 以 内 返 済 長 期 借 入 金

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

貯 蔵 品

前 払 費 用



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        損　益　計　算　書

自 平成20年4月 1日

至 平成21年3月31日

（単位：千円）

2,590,638

2,420,483

売　　上　　総　　利　　益 170,154

146,828

23,325

1,830

8,892 10,723

13,872 13,872

20,176

1,873 1,873

10,423

62,629 73,052

51,003

682

51,685

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

  当　期　純　損　失

退 職 給 付 費 用 特 別 損 失

法人 税、 住民 税及 び事 業税

  税引前当期純損失

固 定 資 産 除 却

前 期 損 益 修 正 益

営 業 利 益

特 別 損 失

営 業 外 収 益

特 別 利 益

売 上 原 価

売 上 高

  経　　常   利    益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     自 平成20年4月 1日
     至 平成21年3月31日

（単位：千円）

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

50,000 11,000 130,000 122,893 263,893 △ 2,243 311,650

当 期 純 損 益 △ 51,685 △ 51,685 △ 51,685

自 己 株 式 の 取 得 △ 3,192 △ 3,192

土 地 再 評 価
差 額 金 の 取 崩

0 0 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

0 0

△ 51,685 △ 51,685 △ 3,192 △ 54,878

50,000 11,000 130,000 71,207 212,207 △ 5,435 256,772

7,098 △ 242 6,856 318,507

当 期 純 損 益 △ 51,685

自 己 株 式 の 取 得 △ 3,192

土 地 再 評 価
差 額 金 の 取 崩

0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

△ 2,348 0 △ 2,348 △ 2,348

△ 2,348 0 △ 2,348 △ 57,226

4,750 △ 242 4,507 261,280

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

株主資本
合計

項　　目
利益

剰余金
合計

資本金 利益
準備金

株 主 資 本

当 期 中 の 変 動 額 合 計

平 成 21 年 3 月 31 日 残 高

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他利益剰余金

評 価 ・ 換 算
差 額 等

合 計

純 資 産
合 計

評　価　・　換　算　差　額　等

当 期 中 の 変 動 額

平 成 20 年 3 月 31 日 残 高

当 期 中 の 変 動 額

項　　目 土地
再評価
差額金

自己
株式

平 成 20 年 3 月 31 日 残 高

平 成 21 年 3 月 31 日 残 高

当 期 中 の 変 動 額 合 計

利　益　剰　余　金



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別注記表

1 ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　　市場価格のある有価証券 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　　　　市場価格のない有価証券 移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　貯蔵品 先入先出法に基づく原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)

③固定資産の減価償却方法

　　　　　有形固定資産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物については

定額法を採用しております。）

　　　　　無形固定資産 定額法

④引当金の計上基準

　　　　　貸倒引当金 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　　賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込み額の当期負担額

を計上しております。

　　　　　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務見込額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（220,420千円）については、10年定額

償却を行っております。

　　　(追加情報)

当社は退職給付引当金の算定において、従来、すべての乗務員の

退職給付債務を自己都合要支給額にて計上しておりましたが、過年

度の従業員の退職実績から、定年退職をする確率の高い定年前3年

以内の従業員について、当期首より会社都合要支給額に変更しまし

た。これにより、従来の方法と比較して営業利益、経常利益は30,588

千円増加し、税引前当期純損失は32,041千円増加しております。

　　　    役員退職慰労引当金             役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナン

スリース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

⑥消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

2 ．貸借対照表に関する注記

①有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 1,100,029 千円

②担保に供している資産の額

建物 221,241 千円

構築物 11,452 千円

土地 918,193 千円

計 1,150,887 千円

　　　　　上記に対する債務

短期借入金 97,000 千円

1年以内返済予定長期借入金 125,984 千円

長期借入金 180,528 千円

計 403,512 千円

③土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律代34号）に基づき、事業用の土地の再評価

　　を行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部、再評価差額金を純資産の部にそれぞれ計上して

　　います。

　　　　　　再評価を行った年月日　　　　平成13年12月31日

　　　　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差異

△ 428,105 千円

　　　　　　同法律第3条第3項に定める再評価の方法

　　　　　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3

　　　　　　　　号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理的な調整を行って算出しています。

3 ．株主資本等変動計算書に関する注記

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末の
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末の
株式数（千株）

　発行済株式

普通株式 1,000 － － 1,000

合計 1,000 － － 1,000

　自己株式

普通株式 44 63 － 108

合計 44 63 － 108



 
 

4 ．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　　　(繰延税金資産)

退職給付引当金繰入限度超過額 24,678 千円

賞与引当金繰入限度超過額 14,124 千円

投資有価証券評価損 1,009 千円

ゴルフ会員権評価損 834 千円

役員退職慰労引当金 4,587 千円

繰越欠損金 41,620 千円

その他 20,069 千円

　繰延税金資産小計 106,922 千円

評価性引当金 △ 106,922 千円

　繰延税金資産合計 － 千円

　　　　　　　　(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △ 3,397 千円

再評価に係る繰延税金負債 △ 100,939 千円

　繰延税金負債合計 △ 104,337 千円

繰延税金負債純額 △ 104,337 千円

5 ．リースにより使用する固定資産に関する注記

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

区分
取得価額相当額

（千円）
減価償却累計額
相当額（千円）

期末残高相当額
（千円）

車両運搬具 6,355 5,981 374
工具器具備品 6,096 5,893 203
合計 12,451 11,874 577

②未経過リース料期末残高相当額

1年内 577 千円

1年超 0 千円

合計 577 千円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

　　に占める割合が低いため支払利子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2,714 千円

減価償却費相当額 2,714 千円

④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっています。

6 .1株当り情報に関する注記

①1株当りの純資産 293円15銭

②1株当りの当期純損失 △56円00銭

7 .重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

(注)本個別注記表の記載数字は、金額・比率等については表示未満単位を切り捨てて表示しております。


